資料３－１

アウトリーチ支援事業、短期宿泊事業の概要

■アウトリーチ支援事業（概要）
（目的）

精神保健福祉センターの医師、保健師等の専門職チームが、区市町村・保健所と連携して訪問型の支援を行い、精神障害者の地域生活の安定化を目指すとともに、区市町村、保健所、医療機関、福祉サービス事業所等の関係機関の職員に支援技法の普及を図り、地域における人材育成を推進することを目的とする。

（支援対象）

精神障害者、もしくはその疑いのある者のうち、未治療・医療中断等のため地域社会での生活に困難をきたしており、通常の受診勧奨や福祉サービス等の利用の勧めに応じない者。
（支援内容）
　精神保健福祉センターの専門職チームは、関係機関と連携して、以下の支援を行う。
　○専門職による訪問支援

　　病状の診たて、生活状況の確認、本人・家族への心理・社会的サポート、受診勧奨、近隣住民への説明等

　○医療・福祉サービスの利用支援
　　医療・福祉サービスの利用支援等

　○関係機関による事例検討会への参加
　　支援方針、役割分担の検討、法的問題の整理、安全な業務実施等の検討に際しての支援
　○人材育成

　　関係機関職員を対象とした精神保健医療福祉制度等に関する講習等の実施

　○その他、地域生活の安定化を図る上で必要な支援

（支援の依頼方法）

○区部：保健所、福祉事務所等の関係行政機関や地域活動支援センター等からの依頼に基づき支援を行う。

○多摩地域：原則として、保健所からの支援依頼に基づき支援を行う。

（支援期間）

支援期間は６か月間とする。

　６か月の間に支援が終了しない場合、所長が支援継続の必要性を判断し、必要に応じて延長する。

■短期宿泊事業（概要）
（目的）

精神障害者が地域で生活する上で困難な問題が生じた場合に、当該精神障害者を短期的に施設に宿泊させ、支援計画等により速やかに地域で安定した生活ができるように支援することを目的とする。

（実施施設）

東京都立中部総合精神保健福祉センター及び東京都立多摩総合精神保健福祉センター

（利用対象者）　　

都のアウトリーチ支援の対象者で、短期宿泊事業の利用により、地域生活の安定化が図られるとセンター長が認めた者

（入所条件）

・東京都民であること。

・アウトリーチ支援の対象者で、本人が利用を希望していること。

・主治医がいる場合には、主治医の了解があること。
・居住地を管轄する区市町村、保健所等の関係行政機関の依頼・推薦があること。

（利用期間）

６週間以内とする。

但し、所長が期間の延長を行うことが、真にやむを得ないと認める場合には、必要最小限の範囲で延長する。

（定員）

各施設２０名

（支援内容)
宿泊の場を提供した上で、医療的ケアをはじめ、問題解決支援等、地域生活復帰への調整を関係機関と連携しながら実施。
（利用者の負担）

利用者が食事のあっ旋を受けた時は、別に規則で定める賄費を負担する。
（その他）

　東京都精神障害者一時入所事業については、これまでと同様の運用です。
事業全体に関する問い合わせ先

　東京都福祉保健局障害者施策推進部精神保健・医療課　

　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　０３－５３２０－４４５１（直通）

具体的運用に関する問い合わせ先

○都立精神保健福祉センター　　　
電話番号　０３－３８４２－０９４８（代表）

　（所管区）千代田、中央、文京、台東、墨田、江東、豊島、北、荒川、板橋、足立、葛飾、江戸川、島しょ

　

○中部総合精神保健福祉センター　
電話番号　０３－３３０２－７５７５（代表）

　（所管区）港、新宿、品川、目黒、大田、世田谷、渋谷、中野、杉並、練馬

○多摩総合精神保健福祉センター　　
電話番号　０４２－３７６－１１１１（代表）









